2026年5月11日
各市町村・総務担当者　各位
公益財団法人 地方自治総合研究所
所長　北村 喜宣
事務負担の現状把握と改善策に関するアンケートへのご協力のお願い
拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。
私ども地方自治総合研究所は1974年の設立以来、地方自治の発展に向けた調査研究に取り組んでまいりました。
さて、現在、小規模自治体の行政運営は極めて厳しい局面にあります。人口減少や人手不足が深刻化する中、デジタル化や少子高齢化対策など行政需要は高度化・複雑化し、限られた職員数での業務継続に危機感を抱く場面も少なくないかと存じます。
こうした状況を受け、当研究所では大杉覚・東京都立大学教授を主査とする「小規模自治体の持続可能性に関する研究会」を設置いたしました。本研究会は、単なる効率化の議論ではなく、住民の福祉向上と、現場で奮闘される職員の皆様のウェルビーイング（幸せ）、そして地域自らの意思決定に基づく「自治」が守られることを重視して検討を行っております。
昨年８月には、本研究会の委員全員で群馬県上野村を訪問し、現場の課題や取り組みを調査いたしました。その成果をまとめた報告書を同封しますので、ぜひご高覧ください。
本アンケートは、皆様の市町村における事務負担の実態や、現場で行われている改善の工夫、さらに「小規模だからこそ可能な自治のあり方（スモール・メリット）」を直接お伺いし、国等の制度設計への提言や今後の支援のあり方を導き出すことを目的としています。
ご多忙の折、誠に恐縮ではございますが、小規模自治体のより良い自治の未来を共に探るため、本趣旨をご理解いただき、格別のご協力を賜りますようお願い申し上げます。
                                                                                   敬具
1.回答にあたって
・本調査は、現場の実情を把握することを目的としています。
担当者様のお考えに基づき、率直なご意見をお聞かせいただければ幸いです。
・ご回答いただいた情報は統計的処理のみに使用し、個別の自治体名や個人名が公表されることは一切ございません。
・ご協力いただいた市町村の皆様には、後日、調査結果がまとまり次第ご報告申し上げます。
[image: ]2．回答期限および提出方法
回答期限：2026年6月1日（月）
弊所ホームページ上のリンクからご回答いただけます。
　　　　　　↓
地方自治総合研究所ホームページ（https://jichisoken.jp/）
「お知らせ」欄のリンク先からアクセスをお願いします。
※アクセスが難しい場合は、次頁以降の用紙に直接ご記入のうえ
FAX （03-3230-3649）でお送りいただくか、
下記連絡先にお問い合わせください。別途対応申し上げます。このQRコードからも
入力フォームにアクセスできます

３．お問い合わせ先
公益財団法人 地方自治総合研究所（担当・坂本・平川）
〒102-0085東京都千代田区六番町１ 自治労会館４階
TEL 03-3264-5924　 E-mail：sakamoto@jichisoken.jp
[image: ]調査票
Webフォームからご回答いただけます。
　https://jichisoken.jp/ にアクセスをお願いします。
あるいは右のQRコードをお読み取りください→
Webアクセスが難しい場合は、
本調査票に直接ご記入のうえ、
FAX （03-3230-3649）でお送りください。



	




市・町・村

市町村名を教えてください

問1-1：次の行政分野について、貴市町村における「重視の度合い」について、現在の状況に最も近いものはどれですか。（最も近いもの1つに「○」を）
○重視の度合い： 国や都道府県などではなく、今後も貴市町村が主体的に担うべきと考える度合い。
	行政分野
	重視の度合い

	
	重視している
	やや重視している
	どちらともいえない
	あまり重視していない
	重視していない

	1. 企画・財政
	
	
	
	
	

	2. デジタル・DX対応
	
	
	
	
	

	3. 税務・窓口・選挙
	
	
	
	
	

	4. 防災・危機管理
	
	
	
	
	

	5. 医療・保健・福祉
	
	
	
	
	

	6. 子育て・教育
	
	
	
	
	

	7. 環境・衛生
	
	
	
	
	

	8. 農林水産
	
	
	
	
	

	9. 商工観光・地域振興
	
	
	
	
	

	10.建設・インフラ管理
	
	
	
	
	




問1-2：次の行政分野について、貴市町村における「事務の負担度」について、現在の状況に最も近いものはどれですか。（最も近いもの1つに「○」を）

○事務の負担度： 業務の煩雑さ、専門職・技術職の不足などにより、現在の体制で事務を継続することに危機感や限界を感じる度合い。

	行政分野
	事務の負担度

	
	負担が大きい
	やや負担が大きい
	どちらともいえない
	やや負担は小さい
	負担は小さい

	1. 企画・財政
	
	
	
	
	

	2. デジタル・DX対応
	
	
	
	
	

	3. 税務・窓口・選挙
	
	
	
	
	

	4. 防災・危機管理
	
	
	
	
	

	5. 医療・保健・福祉
	
	
	
	
	

	6. 子育て・教育
	
	
	
	
	

	7. 環境・衛生
	
	
	
	
	

	8. 農林水産
	
	
	
	
	

	9. 商工観光・地域振興
	
	
	
	
	

	10.建設・インフラ管理
	
	
	
	
	





問2．問1で「事務負担が大きい（危機感がある）」と回答された分野を含め、現在、事務負担の軽減に向けて次のような取組を行っていますか。（最も近いもの1つに「○」を）
	
	積極的に
取り組んでいる
	一定程度
取り組んでいる
	あまり
取り組んでいない
	取り組んでいない

	1.市町村間の広域連携
	
	
	
	

	2.国・都道府県による補完・支援の活用
	
	
	
	

	3.民間リソースの活用（委託、専門家等）
	
	
	
	

	4.地域との連携（住民・団体等）
	
	
	
	

	5.デジタル化の推進
	
	
	
	

	6.事務の廃止・移管・または簡素化
	
	
	
	

	6.その他（具体的にご記入ください）
例：国の制度改正や法律改正に向けた提案・要望の提出、提案募集制度の申請、県との調整による実施、庁内での複数事業の統合による実施等
	





問3．今後、貴市町村において、事務負担の軽減に向けて次のような取り組みは効果的だと思いますか。（最も近いもの1つに「○」を）
	
	効果的である

	やや
効果的である

	あまり
効果的ではない
	効果的ではない

	1.市町村間の広域連携
	
	
	
	

	2.国・都道府県による補完・支援の活用
	
	
	
	

	3.民間リソースの活用（委託、専門家等）
	
	
	
	

	4.地域との連携（住民・団体等）
	
	
	
	

	5.デジタル化の推進
	
	
	
	

	6.事務の廃止・移管・または簡素化
	
	
	
	



問3-1．問3で「事務の廃止・移管、または簡素化」の項目に「効果的」「やや効果的」とお答えになった方におたずねします。
具体的に、どのような事務を廃止・移管、または簡素化すべきだとお考えですか。自由にご記入ください。





問4．事務の円滑な遂行や負担の軽減に向けて、人事面（採用、異動、人材育成等）で工夫していることがあれば、ご記入ください。（任意）








問5．国等から自治体に対する連絡・依頼事項等の増加に伴う事務の負担がしばしば指摘されますが、計画（戦略、方針、指針、構想等を含む）の策定や通知、調査依頼への対応で工夫されていることがあれば、ご記入ください。（任意）









問6．事務負担の軽減や自治体運営全般について、日頃感じていることやご意見があれば、ご記入ください。（任意）








問7．小規模自治体ならではの強みやメリット（スモール・メリット）はあるとお考えですか。いずれかに○をお願いします。（必須）

強みやメリットはある　　　・　　　強みやメリットはない







問7-1．問7で「強みやメリットがある」とお答えになった方におたずねします。
小規模自治体ならではの強みやメリット（スモール・メリット）としてお考えになっていることやご意見をご記入ください。










以下、差し支えなければ、ご担当者様の御連絡先を教えてください。

	ご氏名
	



	ご所属
（課・係等）
	



	ご連絡先
（メールアドレス）
	







本アンケートをふまえて、追加してインタビューにご協力いただくことは可能でしょうか。いずれかに○をお願いします。

できる（現地調査もしくはオンライン）　　　・　　　できない
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